　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料６
柏市空家等適正管理条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年６月27日条例第27号　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成28年３月23日条例第13号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔題名改正〕平成28年９月28日条例第41号

（目的）

第１条　この条例は，空家等の適正な管理についてその所有者等の責務及び市民等の役割を明らかにするとともに，適正な管理が行われていない空家等に対する措置について必要な事項を定めることにより，空家等を適正に管理し，もって生活環境の保全を図ることを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)　空家等　本市の区域内に所在する空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する空家等をいう。

(2)　特定空家等　本市の区域内に所在する法第２条第２項に規定する特定空家等をいう。

(3)　所有者等　法第３条に規定する所有者等をいう。

(4)　市民等　本市の区域内に居住し，勤務し，通学し，又は滞在する者をいう。

（民事による解決との関係）

第３条　この条例の規定は，空家等の所有者等と隣人その他当該空家等が適正に管理されていないことにより被害を受けるおそれがある者との間で，民事による解決を図ることを妨げるものではない。

（所有者等の責務）

第４条　空家等の所有者等は，当該空家等が周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないように自らの責任において適正な管理をしなければならない。

（本市の責務）

第５条　本市は，この条例の目的を達成するため，空家等の適正な管理の促進を図るために必要な施策を実施するものとする。

（市民等の役割）

第６条　市民等は，前条の規定による施策の実施に協力するよう努めるものとする。

２　市民等は，空家等が特定空家等であると疑うに足りる事実があるときは，規則で定めるところにより，本市にその情報を提供するよう努めるものとする。

（相互の協力）

第７条　本市，空家等の所有者等及び市民等は，この条例の目的を達成するため，相互にその果たす役割を理解し，協力するものとする。

（空家等対策計画）

第８条　市長は，法第６条第１項の規定により，空家等対策計画を定めるものとする。

（協議会）

第９条　法第７条第１項の規定により，柏市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を置く。

２　協議会は，空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する事項について調査審議するものとする。

３　協議会は委員13人以内をもって組織し，市長を除く委員は法第７条第２項に規定する者のうちから市長が委嘱する。

４　委員の任期は２年とし，補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし，再任を妨げない。

５　委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，同様とする。

６　前各項に定めるもののほか，協議会の組織に関し必要な事項は，規則で定める。

（部会）

第10条　協議会は，前条第２項に規定する事項のうち特定の事項を分掌させるため，その指名する委員５人以内をもって構成する部会を置くことができる。

２　協議会は，その定めるところにより，部会の議決をもって協議会の議決とすることができる。

３　前２項に定めるもののほか，部会の組織に関し必要な事項は，規則で定める。

（緊急安全措置）

第11条　市長は，特定空家等の倒壊等による人の生命，身体又は財産に対する著しい危害が現に急迫していると認められるときに限り，当該危害を回避するために必要な最小限度の措置を講じることができる。

（警察署長に対する要請）

第12条　市長は，緊急の必要があると認めるときは，本市の区域を管轄する警察署の長に対し，必要な措置を講じるよう要請することができる。

（支援）

第13条　市長は，空家等の所有者等に対し，当該空家等が特定空家等にならないための必要な支援をすることができる。

（委任）

第14条　この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この条例は，平成23年９月１日から施行する。

（見直し）

２　市長は，平成33年３月31日までの間に，この条例の施行の状況について検討を加え，その結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。

附　則（平成28年条例第13号）

この条例は，平成28年４月１日から施行する。

附　則（平成28年条例第41号）

（施行期日）

１　この条例は，平成28年10月１日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から施行する。

（準備行為）

２　改正後の第９条第３項の規定による委員の委嘱に関し必要な行為は，この条例の施行の日前においても，同項の規定の例によりすることができる。

（部会の調査審議の特例）

３　部会は，この条例の施行の日から空家等対策計画を作成する日までの間，改正後の第10条の規定により空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）第14条第３項の規定による命令に係る事項の調査審議をすることができる。

